
「安全保障関連法案に反対する学者の会」 

 

＜抗議声明＞ 

 

安全保障関連法案の衆議院特別委員会と本会議での

強行採決に対する抗議声明 

 

7 月 15 日衆議院特別委員会、翌 16 日本会議で、集団的自衛権の行使を容認することを

中心とした違憲性のある安全保障関連法案が強行採決されたことに、私たちは強い怒りを

こめて抗議します。 

   各種世論調査では、戦争法制としての本質をもつ安全保障関連法案に反対が多数となり、

8割を超える大多数が今国会での成立は不必要としていた状況の中での強行採決は、主権者

としての国民の意思を踏みにじる立憲主義と民主主義の破壊です。 

   首相自身が、法案に対する「国民の理解が進んでいない」ことを認めた直後の委員会採

決強行は、現政権が国民世論を無視した独裁政治であることを明確に示しています。 

   衆議院憲法審査会で 3人の憲法学者全員が安全保障関連法案は「違憲」だとし、全国の

ほとんどの憲法学者が同じ見解を表明しているにもかかわらず、今回の強行採決が行われ

たことは、現政権が学問と理性、そして知的な思考そのものを無視していることのあらわ

れです。 

   戦後の日本は憲法 9 条の下で、対外侵略に対して直接的な関与はしてきませんでした。

政府は「安全保障環境の変化」を口実に、武力行使ができる立法を強行しようとしていま

すが、戦後日本が一貫してきた隣国との対話による外交に基づく信頼関係こそが、脅威を

取り除いてきたという事実を見失ってならないと思います。 

   私たちが 6 月 15 日に表明した見解は、多くの学者、大学人に共有され、いくつもの大

学で、学生と教職員が一体となった取り組みが行われました。私たちは参議院での審議を

注意深く見定めながら、立憲主義と民主主義を守り、この法案を廃案にするために、国民

とともに可能なあらゆる行動を実行します。  
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＜アピール＞ 

「戦争する国」へすすむ安全保障関連法案に反対します  

 

「戦争しない国」から「戦争する国」へ、戦後 70年の今、私たちは重大な岐路に立って

います。安倍晋三政権は新法の「国際平和支援法」と 10本の戦争関連法を改悪する「平和

安全法制整備法案」を国会に提出し、審議が行われています。これらの法案は、アメリカ

など他国が海外で行う軍事行動に、日本の自衛隊が協力し加担していくものであり、憲法

九条に違反しています。私たちは憲法に基づき、国会が徹底審議をつくし、廃案とするこ

とを強く求めます。  

 

法案は、①日本が攻撃を受けていなくても他国が攻撃を受けて、政府が「存立危機事態」

と判断すれば武力行使を可能にし、②米軍等が行う戦争に、世界のどこへでも日本の自衛

隊が出て行き、戦闘現場近くで「協力支援活動」をする、③米軍等の「武器等防護」とい

う理由で、平時から同盟軍として自衛隊が活動し、任務遂行のための武器使用を認めるも

のです。  

 

安倍首相の言う「武力行使は限定的なもの」であるどころか、自衛隊の武力行使を際限

なく広げ、「専守防衛」の建前に反することになります。武器を使用すれば、その場は交戦

状態となり、憲法九条一項違反の「武力行使」となることは明らかです。60 年以上にわた

って積み重ねられてきた「集団的自衛権の行使は憲法違反」という政府解釈を安倍政権が

覆したことで、米国の侵略戦争に日本の自衛隊が参戦する可能性さえ生じます。日本が戦

争当事国となり、自衛隊が国際法違反の「侵略軍」となる危険性が現実のものとなります。  

 

私たちは、かつて日本が行った侵略戦争に、多くの学徒を戦地へ送ったという、大学の

戦争協力の痛恨の歴史を担っています。その歴史への深い反省から、憲法九条とともに歩

み、世界平和の礎たらんと教育研究活動にたずさわり、再び戦争の惨禍を到来させないよ

うにしてきました。二度と再び、若者を戦地に送り、殺し殺される状況にさらすことを認

めることはできません。  

 

私たちは、学問と良識の名において、違憲性のある安全保障関連法案が国会に提出され

審議されていることに強く抗議し、それらの法案に断固として反対します。 
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